平成24年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　　項：社会教育費　　目：文化財保護費
	事業名: 文化財保存事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　教育委員会　社会教育文化課　伝統文化財担当　電話番号：058-272-8759
　　　　　　　　　　　E-mail：c17768@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：29,200千円（前年度予算額：29,200千円）

	事業内容


	１　事業の内容


文化財保存・修理等にかかる所有者等の負担を軽減することで、ふるさとの貴重な文化遺産の適切な保存・活用を図る。
【国指定文化財保存事業】（H24見込み６件）
 ・文化庁採択の文化財補修等に対する国庫補助事業への継足し補助
    補助率：民間事業　（H23実績 4 ％及び定額）
  　文化庁の採択件数により、予算内で最大限の補助となるよう調整

・H20～国指定文化財の継足し補助について上限5,000千円に設定
 ・H22～原則市町村事業の新規事業は廃止(経過措置有り）民間事業補助は実施
　 　隣接県で設定している補助額の上限の最低基準により設定
市町村事業：全体事業の10％以内

民間事業：補助残の1/2以内で市町村補助額と同額以内
【県指定文化財保護事業】緊急･必要性から予算内で採択（H24見込み６件）
 ・文化財所有者（市町村を除く）が行う事業に対し、市町村の補助する額の一部を補助（間接補助）
　　補助率：市町村補助額の2/3以内かつ総事業費の1/2以内
  ・H20～　県指定文化財の補助を上限5,000千円に設定
	２　所要経費


【国指定文化財】 4,820千円
【県指定文化財】24,380千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


５ ふるさとへの誇りと愛情を育てる
・文化・伝統・景観の保全・形成・継承やふるさと教育などの取り組みにより、ふる
さとへの誇りと愛情を育て、文化の薫り高い地域づくりに取り組む。
　　
	２　これまでの取組状況


【国指定文化財】

国宝等の国が指定した文化財について、文化庁の補助事業として採択された市町村事業または民間事業に対して、県が継足し補助を行うことで事業主体者の負担を軽減し、文化財の適切な保護を図った。
【県指定文化財】

民間が所有する岐阜県指定文化財について、民間所有者が保護のための事業を市町村からの補助を得て行う際に、県が市町村に対して補助（間接補助）を行い、市町村負担を軽減することで市町村による文化財の適切な保護施策を促した。

	３　これまでの取組に対する評価


文化財所有者の文化財保護に係る負担を軽減することにより、良好な保存と活用が実現している。　
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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